






環境省の
考え方

＜海外への理解醸成活動について＞

海外への理解醸成活動については、国際機関及び駐日外交団並びに海外メディア

を対象とした中間貯蔵施設等の視察を実施いたしました。

また、国際機関、二国間での対話等の場を通じて情報発信を実施するとともに、

国連気候変動枠組条約締約国会議（COP）のジャパン・パビリオンにおいて 2024

年度に続き 2025 年度もブース展示を行い、各国の多くの会合参加者に対して発

信するなどの取組を進めています。

＜復興再生土という呼称について＞

環境省では、2025年９月 22日（月）に開催した「環境再生に関する技術等検討会（第

１回）」での御議論なども踏まえ、復興再生利用に用いる除去土壌について、新

たに「復興再生土」という呼称を定めました。今後、政府が作成する資料等では、

今般決定した「復興再生土」という呼称を使用してまいります。

復興再生利用に用いる土壌は資源として安全に利用できるものであり、2045 年

までの県外最終処分の実現に向けて、復興再生利用を推進するためには、理解醸

成が大変重要であることから、積極的に「復興再生土」という呼称を使用してい

ただきたいと考えております。

＜除染の実施状況について＞

福島県内の除染の実施状況については、帰還困難区域を除き平成 30 年３月末ま

でに計画に基づく除染は終了しています。現在は、帰還困難区域に設定された特

定帰還居住区域における除染等に取り組んでおり、環境省としては、「故郷に戻

りたい」という御意向のある住民の方々が、一日でも早く帰還できるよう、法令

に基づき適切に除染等の事業を実施しています。

＜中間貯蔵施設の跡地利用について＞

中間貯蔵施設の跡地については、大熊町、双葉町及び福島県と環境省が締結した

協定書において、地域の振興及び発展のために利用されるよう、協議を行うこと

とされています。

＜放射線による健康影響について＞

国際放射線防護委員会（ICRP）2007 年勧告によると 100mSv 以上の線量では、線

量が高いほどがんのリスクが上昇することが明らかになっていますが、100mSv

以下の低線量被ばくでは、他の要因による発がんの影響によって隠れてしまうほ

どがんのリスクが小さいため、放射線による発がんリスクへの影響、年齢層の違

いによる発がんリスクの差は明らかになっていません。

日本では普段の生活の中でも大地や食物などから放射線を受けており、その年間

の被ばく線量は約 2.1mSv です。復興再生利用では最も放射線の影響を受ける作

業員においても年間１ mSv 以下、また覆土により周辺住民への影響はさらに低減

されます。

また、甲状腺がんの有病数については、原子放射線の影響に関する国連科学委員

会（UNSCEAR）の報告書において、「被ばくした小児において検出される甲状腺が

んの症例数の予測に対する大幅な増加は、放射線被ばくの結果ではないと考えて

いる。むしろ、それらは、超高感度の検査手技が、人口集団において以前は認識

されていなかった甲状腺異常の有病症例を明らかにした結果である。」と報告さ

れています。

＜短期間での被ばくと長期間での被ばくについて＞

ひとつの例として、国際放射線防護委員会（ICRP）の勧告では、少しずつ被ばく

した場合は、一度に被ばくした場合に比べ、同じ線量を受けた場合でも、影響は

半分になるとしています。

※１　2025 年度以降の進め方：県外最終処分に向けたこれまでの取組の成果と 2025 年度以降

の進め方（中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略の取りまとめ）

※２　福島県内除去土壌等の県外最終処分の実現に向けた再生利用等推進会議

※３　福島県内除去土壌等の県外最終処分の実現に向けた再生利用等の推進に関する基本方針

※４　ロードマップ：福島県内除去土壌等の県外最終処分の実現に向けた復興再生利用等の推

進に関するロードマップ

※５　放射性物質汚染対処特措法：平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震

に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特

別措置法

※６　放射性物質汚染対処特措法施行規則：平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平

洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に

関する特別措置法施行規則

福島県大熊町と双葉町にまたがる中間貯蔵施設


